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１ 関市の工業

１ はじめに

関市は、日本のほぼ中央に位置し、鵜飼と清流で名高い長良川の中流部にあって、歴史と伝統を持つ全国一の刃

物産地であると同時に、五箇伝と呼ばれる刀の伝統を現在も引き継ぐ刀都でもあります。また、令和 年国勢調査に

おける日本の人口重心は関市内（中之保）にあり、関市はまさに日本の真ん中に位置しているといえます。

関市の刃物の歴史は古く、鎌倉末期から南北朝時代の刀造りからはじまり、室町時代には孫六兼元、兼定らの有

名な刀匠を生み、最盛期には 人以上の刀匠を有する刀の産地（美濃伝）として栄えました。関の刀は「折れず、曲

がらず、よく切れる」と言われ、優れた実用性を誇る名刀として多くの武将に愛用されてきました。しかし、江戸時代に

なり刀の需要が低下すると、多くの刀匠が包丁、小刀、はさみ等の打刃物鍛冶に転向し、家庭用刃物産地へと移り変

わりました。

そして、明治に始まったポケットナイフの製造をきっかけに近代刃物の産地として発展し、現在では包丁、はさみ、ポ

ケットナイフ、カミソリ、台所・食卓用刃物、ツメキリなどを多品種にわたり生産し、その約 分の を輸出する世界的な

刃物産地となっております。昨今では国内外の経済変動、海外製品との競合等厳しい状況下で、切れ味、デザイン性

等品質向上の研究をはじめ、医療用刃物などの分野への進出のほか、刀の刃文をイメージするダマスカス鋼を使用

した包丁や日本刀をイメージするはさみなどの新製品開発などに取り組んでいます。また、平成 年には「地域団体

商標」として「関の刃物」を登録し、伝統と信頼の地域ブランドを広く していくことで、刃物産業のさらなる発展を目指

しています。

一方で、昭和 年に操業を開始した関工業団地をはじめ、平成 年には市中央部に位置する関テクノハイランドが

操業を開始し、東海北陸自動車道と東海環状自動車道との結節地点という立地条件の利便性により、自動車関連部

品製造業、機械器具製造業、金属製品製造業、樹脂製品等の化学工業製品製造業等の企業が立地・拡張するなど、

複合的産業構造をなす都市へと発展しつつあります。今後、「先端技術型生産拠点」としての発展とともに、地域経済

の活性化に寄与することが期待されています。

この関市の工業は、経済構造実態調査（製造業事業所調査）（以下「経済構造実態調査」という。）の集計結果及び

市が実施した景気動向調査結果をもとに、伝統的地場産業である刃物産業の生産出荷状況のほか、関市の製造業

全体の概況を紹介するとともに、市内大学・高校等へのアンケートをもとにした新規学卒者の就職状況などを掲載し、

産業振興の資料として発行するものです。

令和 年 月

刃物の日・不用刃物の回収リサイクル
◆ 月 日は「刃物の日」

古くからこの時期に、鍛冶屋の神事“ふいご祭り”が全国各

地で行われていることや、「イイハ」の語呂合わせが良いことか

ら、 月 日を刃物の日として、全国の主要刃物産地が協力

して、日本記念日協会に登録しました。

◆不用刃物のリサイクル

全国約 の小売店や自治体等の協力により、使わなくな

った家庭用刃物を回収しています。回収した刃物は、新しい鋼

材としてリサイクルされます。令和５年には、約 本の

不用刃物がリサイクルされました。

◆刃物供養祭

回収された不用刃物は、 月 日の刃物の日に、関鍛冶伝

承館の刃物塚前にて、感謝の意をこめて手厚く供養いたします。

＜主催：岐阜県関刃物産業連合会＞
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２ 概況

工業統計調査は 年の調査を最後に中止（廃止）となり、経済構造実態調査に包摂されることとなった。その中

で、 年経済構造実態調査が実施されたため、「令和 年度関市の工業」において掲載する。

なお、経済構造実態調査は、製造業に属する事業所（個人経営及び法人以外の団体の事業所等を除く。）のうち、

日本標準産業分類における大分類、中分類、小分類又は細分類ごとに製造品出荷額等を上位から累積し、当該分

類に係る製造品出荷額等の総額の 割を達成する範囲に含まれる事業所について集計を行っている。

また、経済構造実態調査では、従業者 ～ 人も含めた事業所について集計を行っている。

①①関関市市のの工工業業はは市市独独自自のの製製品品区区分分集集計計。。

関市の工業の集計結果は、 年経済構造実態調査を基に刃物製造業について市独自の製品区分により集計

しているほか、刃物関連業種のプレス・焼入れ・木柄などについても独自に区分して集計している。そのため、経済

産業省が公表する数値とは相違する場合がある。また、数値の四捨五入により表中の計算が合わないことがある。

「雇用・労働力」に関する新規学卒者就職状況結果は、新規学卒者の就職動向を把握するため、市内の中学校・

高校・専門学校・大学への市独自のアンケート調査により集計したものである。

②② 年年製製造造品品出出荷荷額額等等はは約約 億億円円 増増 。。

年の製造品出荷額等は約 億円で、前年の約 億円と比べると約 億円（前年比＋ ）の増加とな

った。この金額には、建物・土地の売買・賃貸の不動産収入などの「その他収入」約 億円を含んでおり、実質の出

荷額は約 億円で前年の約 億円に比べ約 億円（前年比＋ ）の増加となった。

事業所数は 事業所で、前年より 事業所増加している。

従業者数は 人で、前年の 人に比べ 人の減少となった。また、従業者のうちパート・アルバイト等が

占める割合は全体で となった。

③③ 年年刃刃物物出出荷荷額額はは約約 億億円円 増増 。。全全体体出出荷荷額額のの約約 割割。。輸輸出出はは約約 億億円円 減減 。。

関市の伝統的地場産業である刃物の出荷額は約 億円で、前年の約 億円と比べると約 億円（前年比

＋ ）の増加となった。製品別にみると、ポケットナイフ、カミソリ・替刃、包丁、医療用刃物や機械器具などのその

他の刃物の出荷額は前年より増加したが、台所・食卓用刃物、ハサミ、ツメキリは減少となった。

刃物全体の輸出額は約 億円で出荷額の約 を占め、令和 年より約 億円（令和 年比▵ ）の減少となっ

た。輸出額を製品別にみると、輸出の約 を占める包丁は約 億円で令和 年より約 億円（令和 年比＋ ）の

増加、約 を占めるカミソリ･替刃は約 億円と令和 年より約 億円（令和 年比＋ ）の増加となった。輸出先

は北米が約 を占め、次いでアジアが約 、ヨーロッパが約 となっている。

④④刃刃物物以以外外のの金金属属製製品品出出荷荷額額はは約約 億億円円 増増 。。金金属属以以外外のの出出荷荷額額はは約約 億億円円 増増 。。

刃物以外の金属製品の出荷額は約 億円で、前年の約 億円と比べると約 億円（前年比＋ ）の増加

となっている。製品別では、機械器具は 、輸送用器具は 、プレスは 、金型・焼入他が 増加している

一方、電機器具が 、その他の金属製品は の減少となっている。事業所数は 事業所で前年の 事業所

より 事業所増加し、従業員数は 人で前年の 人より 人の減少となった。

金属以外の出荷額は約 億円で、前年の約 億円と比べると約 億円（前年比＋ ）の増加となってい

る。金属以外の製造事業所数は 事業所で、前年の 事業所より 事業所増加していて、従業員数は 人と

前年の 人より増加している。
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２　工業の概要
（１）　令和4年　製品区分別の事業所数・従業者数及び出荷額等

R４ R３

1～ 4～ ～ ～ ～ 100人

会社
組合・
その他
法人 3人 9人 人 人 人 以上

男 女 計

※市独自の区分により集計しているため、経済産業省が公表する経済構造実態調査とは相違する場合がある。

※事業所数及び従業者数は、その区分を主要産業としている事業所の集計で、製造品出荷額等は、その区分の製造品出荷額等の全ての集計である。

※その他収入＝建物・土地売買・賃貸などの不動産収入、仕入商品販売収入、販売電力収入、修理料収入等

区       分

常用労働者数
（無期雇用者+有期雇用者
+出向・派遣受入者）　（人）

事業所数（従業者区分別）

事業所数
（4人以上
事業所）

事業所数
（経営組織別）

ポケットナイフ

台所・食卓用刃物

カミソリ・替刃

ハサミ

包丁

ツメキリ

その他の刃物

刃物製品小計

機械器具

電機器具

輸送用器具

その他の金属製品

プレス

金型・焼入他

金属製品全般小計

金属関連合計

食料品

衣服繊維製品

木材・木製品

木柄・木製ケース

家具・装備品

パルプ紙加工品

出版印刷

化学工業製品

窯業土石製品

その他の製品

金属以外合計

総合計

事業所数
（全事業所）
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男 女 計 男 女 計

※その他の刃物＝彫刻刀・美術刀・機械刃物・医療用刃物等

※金型・焼入他＝メッキ・溶接・圧延・彫刻・腐食を含む。　　

※家具・装備品＝スチール家具を含む。

※化学工業製品＝ゴム・プラスチック製品を含む。　　　　　※その他の製品＝畳・うちわ・ちょうちん・運動用具・楽器等

R３
従業者
総数
（人）

R４従業者総数のうち R３従業者総数のうち
R４製造品出荷額等（万円）

有期雇用者　（人） 従業者総
数に出向・
派遣が占
める割合

パート・
アルバイ

ト等
（人）

出向・
派遣受
入者
（人）

従業者総
数に有期
雇用者が
占める割

合

製造品
出荷額

加工賃
収入

合　 計

出向・派遣受入者
（人）

資料：令和3年…令和3年経済センサスー活動調査（令和3年6月1日現在）（従業者4人以上）
　　　　令和4年…2022年経済構造実態調査（令和4年6月1日現在）

その他収入

製造品出荷額等総額

R４
従業者
総数
（人）
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（２）　全事業所集計（平成28年　製品区分別の事業所数・従業者数及び出荷額等）

H２８ H２３

1～ 4～ ～ ～ ～ 100人

個人 会社
組合・
その他
法人 3人 9人 人 人 人 以上

男 女 計 男 女 計

※市独自の区分により集計しているため、経済産業省が公表する工業統計表とは相違する場合がある。

※事業所数及び従業者数は、その区分を主要産業としている事業所の集計で、製造品出荷額等は、その区分の製造品出荷額等の全ての集計である。

※経済センサス－活動調査は、全事業所を対象とするため、平成28年経済センサス－活動調査の比較は、平成23年経済センサス－活動調査を対象に行う。

総合計

金属以外合計

その他の製品

窯業土石製品

化学工業製品

出版印刷

パルプ紙加工品

家具・装備品

木柄・木製ケース

木材・木製品

衣服繊維製品

食料品

金属関連合計

金属製品全般小計

金型・焼入他

プレス

その他の金属製品

輸送用器具

電機器具

機械器具

刃物製品小計

その他の刃物

ツメキリ

包丁

ハサミ

カミソリ・替刃

台所・食卓用刃物

ポケットナイフ

区       分

事業所数 個人事業主及び
無給家族従業者数

（人）
常用労働者数　（人）

事業所数
（全事業所）

（経営組織別）

事業所数（従業者区分別）

事業所数
（全事業所）
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男 女 計 男 女 計

※その他の刃物＝彫刻刀・美術刀・機械刃物・医療用刃物等

※金型・焼入他＝メッキ・溶接・圧延・彫刻・腐食を含む。　　

※家具・装備品＝スチール家具を含む。

※化学工業製品＝ゴム・プラスチック製品を含む。　　　　　※その他の製品＝畳・うちわ・ちょうちん・運動用具・楽器等

H２８従業者総数のうち

資料：平成28年経済センサス-活動調査

（平成28年6月1日現在）

パート・
アルバイ

ト等
（人）

H２３
従業者
総数
（人）

出向・派遣受入者
（人）

Ｈ２８製造品出荷額等（万円）

製造品
出荷額

加工賃
収入

合　 計

パート・アルバイト等
（人）

H２３従業者総数のうち

出向・
派遣受
入者
（人）

従業者総
数に出向・
派遣等が
占める割

合

従業者総
数にﾊﾟｰﾄ・
ｱﾙﾊﾞｲﾄ等
が占める

割合

H２８
従業者
総数
（人）
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（３）　製品区分別の年次出荷額等の推移

※円高(ﾌﾟﾗｻﾞ合意) ※ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ

区　　分 昭和５５年 昭和６０年 平成元年 平成５年 平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２1年 平成２３年 平成２４年

全事業所 全事業所 全事業所 全事業所 全事業所 全事業所 全事業所
4人以上
事業所

4人以上
事業所

4人以上
事業所

ポケットナイフ

台所・食卓用刃物

カミソリ・替刃

ハサミ

包丁

ツメキリ

その他の刃物

刃物製品小計

機械器具

電機器具

輸送用器具

その他の金属製品

プレス

金型・焼入他

食料品

衣服繊維製品

木材・木製品

木柄・木製ケース

家具・装備品

パルプ紙加工品

出版印刷

化学工業製品

窯業土石製品

その他の製品

（4人以上事業所） 前年比

　※平成10年までは毎年全数調査。平成15年以降は、15年、20年、令和4年のみ全数調査。それ以外は従業者4人以上の事業所を対象とした調査。

　※平成23年は、平成24年経済センサス-活動調査（平成24年2月1日現在）。平成28年は、平成28年経済センサス-活動調査（平成28年6月1日現在）

　　 令和3年は、令和3年経済センサス-活動調査（令和3年6月1日現在）の集計。

　※平成27年は、工業統計調査が行われなかった。
　※その他収入加算＝建物・土地売買・賃貸などの不動産収入、仕入商品販売収入、販売電力収入、修理料収入等の額を加算。

総合計

金属関連合計

金属以外合計

金属製品全般小計
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（３）　製品区分別の年次出荷額等の推移

※円高(ﾌﾟﾗｻﾞ合意) ※ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ

区　　分 昭和５５年 昭和６０年 平成元年 平成５年 平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２1年 平成２３年 平成２４年

全事業所 全事業所 全事業所 全事業所 全事業所 全事業所 全事業所
4人以上
事業所

4人以上
事業所

4人以上
事業所

ポケットナイフ

台所・食卓用刃物

カミソリ・替刃

ハサミ

包丁

ツメキリ

その他の刃物

刃物製品小計

機械器具

電機器具

輸送用器具

その他の金属製品

プレス

金型・焼入他

食料品

衣服繊維製品

木材・木製品

木柄・木製ケース

家具・装備品

パルプ紙加工品

出版印刷

化学工業製品

窯業土石製品

その他の製品

（4人以上事業所） 前年比

　※平成10年までは毎年全数調査。平成15年以降は、15年、20年、令和4年のみ全数調査。それ以外は従業者4人以上の事業所を対象とした調査。

　※平成23年は、平成24年経済センサス-活動調査（平成24年2月1日現在）。平成28年は、平成28年経済センサス-活動調査（平成28年6月1日現在）

　　 令和3年は、令和3年経済センサス-活動調査（令和3年6月1日現在）の集計。

　※平成27年は、工業統計調査が行われなかった。
　※その他収入加算＝建物・土地売買・賃貸などの不動産収入、仕入商品販売収入、販売電力収入、修理料収入等の額を加算。

総合計

金属関連合計

金属以外合計

金属製品全般小計

(単位：万円)

平成２５年 平成２６年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

4人以上
事業所

4人以上
事業所

4人以上
事業所

4人以上
事業所

4人以上
事業所

4人以上
事業所

4人以上
事業所

4人以上
事業所

全事業所

その他収入加算 その他収入加算 その他収入加算 その他収入加算 その他収入加算

　　※その他の刃物＝彫刻刀・美術刀・機械刃物・医療用刃物等

　　※金型・焼入他＝メッキ・溶接・圧延・彫刻・腐食を含む。　　

　　※家具・装備品＝スチール家具を含む。

　　※化学工業製品＝ゴム・プラスチック製品を含む。

　　※その他の製品＝畳・うちわ・ちょうちん・運動用具・楽器等　　　　　

令和４年
刃物
構成比

令和４年
前年増減比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：令和4年は経済構造実態調査

令和４年
構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成23・28・令和3年は経済センサス-活動調査、それ以外の年は工業統計調査)
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（４）　事業所数の推移 ※平成20年～令和3年は4人以上の事業所を対象とした数値

（平成20年は全事業所対象と4人以上の事業所対象の併記）

（５）　従業者数の推移 ※平成20年～令和3年は4人以上の事業所を対象とした数値

（平成20年は全事業所対象と4人以上の事業所対象の併記）

人以上事業所

人以上事業所

年 年 元年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 元年 年 年 年

年 年 元年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 元年 年 年 年

従
業
者
数

金属以外

金属関係

刃物関係

金属以外

金属関係

刃物関係

1,791 1,800

1,567

1,814

625

1,289

1,830

690

1,427
事
業
所
数

10,973

11,933

13,445

14,888

15,936

13,428
13,203

17,323

552603

16,011

14,542

539

16,441

533

16,591

523

16,764
(人)

573

※H20/9 ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ

※H20/9 ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ

15,192

490

16,777
16,493

588

16,168
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（６）　出荷額の推移 ※平成20年～令和3年は4人以上の事業所を対象とした数値

（平成20年は全事業所対象と4人以上の事業所対象の併記）

（７）　刃物製品の出荷額の推移 ※平成20年～令和3年は4人以上の事業所を対象とした数値

（平成20年は全事業所対象と4人以上の事業所対象の併記）

人以上事業所

年 年 元年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 元年 年 年 年

金属以外

金属関係

刃物関係

1,192

1,543

2,237

3,400

2,573
2,453 2,388

出
荷
額

(億円)

3,040
3,334

3,750
3,630

年 年 元年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 元年 年 年 年

出
荷
額

(億円)

3,871

台所・

食卓用刃物

ポケットナイフ

その他刃物

ツメキリ
包丁

ハサミ

カミソリ・

替刃

420420

453

348 339
364360

432

466473

533

486

※H20/9 ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ

※S60/9 円高(ﾌﾟﾗｻﾞ合意)

2,613

人以上事業所

322

※H20/9 ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ

4,098

423

4,043

456

3,618

358
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（８）　 令和４年の製品区分別出荷額のシェア

　　※カッコ内の数値は事業所数

〇刃物関係 【単位：千万円】

〇金属関係

〇金属以外

資料：2022年経済構造実態調査

包丁

カミソリ・替刃ハサミ

台所・食卓用刃物

ポケットナイフ

ツメキリ

その他の刃物

輸送用器具

機械器具
金型・焼入他

電機器具

プレス

その他の金属製品

化学工業製品

衣服繊維製品

食料品

窯業土石製品

パルプ紙加工品

出版印刷

家具・装備品
木材・木製品 木柄・木製ケース

その他の製品

出荷額合計 千万円

【事業所合計 】

【事業所合計 】

出荷額合計 千万円

【事業所合計 】

出荷額合計 千万円
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（９）　刃物製品別出荷額の推移 ※平成24年～令和3年は4人以上の事業所を対象とした数値

（１０）　刃物製品別規模別事業所数の推移 　　　　　　　　　※平成25年は4人以上の事業所を対象とした数値

合
計

～

人

～

人

～

人

～

人

～

人

人
以
上

合
計

～

人

～

人

～

人

～

人

～

人

人
以
上

合
計

～

人

～

人

～

人

～

人

～

人

人
以
上

ポケットナイフ

台所食卓用刃物

カミソリ

ハサミ

包丁

ツメキリ

その他刃物

合計

合
計

～

人

～

人

～

人

～

人

～

人

人
以
上

合
計

～

人

～

人

～

人

～

人

～

人

人
以
上

合
計

～

人

～

人

～

人

～

人

～

人

人
以
上

ポケットナイフ －

台所食卓用刃物 －

カミソリ －

ハサミ －

包丁 －

ツメキリ －

その他刃物 －

合計 －

平成20年

区　分

平成25年 令和4年

区　分

昭和55年 平成元年 平成10年

年 年 元年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 元年 年 年 年

出荷額（億円）

カミソリ・替刃

包丁

ツメキリ

ポケットナイフ

ハサミ

その他の刃物

台所・食卓用刃物

カミソリ・替刃

ハサミ

包丁

ツメキリ

ポケットナイフ

台所・食卓用刃物

その他の刃物



− 14−

事業所数 事業所数（従業者区分別） 従業者 製造品出荷額

（経営組織別） 1～ 4～ 10～ 20～ 50～ 100人
総数  及び加工賃

会社
組合・
その他
法人

3人 9人 19人 49人 99人 以上 男 女 計 (人)  収入額(万円)

製造

加工

製造

加工

刃

製造

加工

物 製造

加工

製造

加工

製 製造

加工

品

※　刃物製品の加工は、研磨・刃付け・仕組み等を含む。

※　事業所数が1または2の場合で事業所の特定が推察される場合は、金額を秘匿（X表記）とした。

※　事業所数・従業者数は、その区分を主要産業としている事業所の集計で、製造品出荷額及び加工賃収入額は、その区分の製造品出荷額及び

　　 加工賃収入額の全ての集計である。そのため、事業所数のない区分であっても出荷額等が集計されている場合がある。

（１１）令和4年 刃物製品及び刃物関連業種の製造,加工別事業所数・従業者数及び出荷額等

常用労働者数

（人）
区       分

事業
所数

焼入　　　刃物

刃物　製品　合計

プレス　　刃物

製造

ツメキリ

その他の刃物

刃物　製造　小計

刃物　加工　小計

カミソリ・替刃　

刃物関連　総合計

溶接・腐食・圧延　刃物

金属加工　刃物　小計

刃物　木柄

刃物　化学工業製品

メッキ　　 刃物

金
　
属
　
加
　
工
　
刃
　
物
　
関
　
連

金属以外　刃物　小計

金
属
以
外
刃
物
関
連

金型　　　刃物

資料：2022年経済構造実態調査

 （令和4年6月1日現在）

ハサミ　

ポケットナイフ

台所・食卓用刃物

包丁　
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事業所数 事業所数（従業者区分別） 従業者 製造品出荷額

（経営組織別） 1～ 4～ 10～ 20～ 50～ 100人
総数  及び加工賃

会社
組合・
その他
法人

3人 9人 19人 49人 99人 以上 男 女 計 (人)  収入額(万円)

製造

加工

製造

加工

刃

製造

加工

物 製造

加工

製造

加工

製 製造

加工

品

※　刃物製品の加工は、研磨・刃付け・仕組み等を含む。

※　事業所数が1または2の場合で事業所の特定が推察される場合は、金額を秘匿（X表記）とした。

※　事業所数・従業者数は、その区分を主要産業としている事業所の集計で、製造品出荷額及び加工賃収入額は、その区分の製造品出荷額及び

　　 加工賃収入額の全ての集計である。そのため、事業所数のない区分であっても出荷額等が集計されている場合がある。

（１１）令和4年 刃物製品及び刃物関連業種の製造,加工別事業所数・従業者数及び出荷額等

常用労働者数

（人）
区       分

事業
所数

焼入　　　刃物

刃物　製品　合計

プレス　　刃物

製造

ツメキリ

その他の刃物

刃物　製造　小計

刃物　加工　小計

カミソリ・替刃　

刃物関連　総合計

溶接・腐食・圧延　刃物

金属加工　刃物　小計

刃物　木柄

刃物　化学工業製品

メッキ　　 刃物

金
　
属
　
加
　
工
　
刃
　
物
　
関
　
連

金属以外　刃物　小計

金
属
以
外
刃
物
関
連

金型　　　刃物

資料：2022年経済構造実態調査

 （令和4年6月1日現在）

ハサミ　

ポケットナイフ

台所・食卓用刃物

包丁　

（１２）　関の刃物産地の構造

　関の刃物産地は、かつては多くの部品製造業者、工程加工業者により社会的分業体制を構成してい

た。これは、日本刀の製造工程において、刀匠や研師、鞘師、白銀師、柄巻師、塗師などの職人によ

る分業体制により造られることと似ている。

　現在は、刃物製造メーカーの内製化が進み、分業体制の産地構造が崩れてきている。現在の関の刃

物製造メーカーは約５０社（昭和61年:約70社）あり、小規模な刃物製造事業所の約５０事業所（昭

和61年:約170事業所）を含め、刃物製造事業所としては約１００事業所（昭和61年:240事業所）とな

っている。刃物製造の分業体制は、プレス・焼入・メッキ・研磨・刃付け・仕組みなど、それぞれの

工程により分業しており、現在では、これらの工程加工は研磨や刃付けを中心に約１７０事業所（昭

和61年:約700事業所）で、ほとんどが従業者３人以下の家内的な事業所である。ほかにも、木柄やプ

ラスチック柄などの刃物関連の部品等製造業者は約３０事業所（昭和61年:約180事業所）あり、刃物

関連全体では約３００事業所（昭和61年:約1,120事業所）である。これは関市内全事業所（製造業）

の約２５％（昭和61年:約70％）を占めている。

（ 約３０事業所 ）

メ
ッ

キ
業

羽
布
業

刃
付
業

工　程　加　工　業　者

プ
レ
ス
業

熱
処
理
業

研
削
業

研
磨
業

（刃物関係事業所数約３００）　※令和４年６月１日現在

溶
接
業

紙 器 業

関の刃物産地の

　　　 社会的分業体制

リベット業

金 型 業

部 品 製 造 業 者 等

プラスチック業

木 柄 業

産 地 卸他 産 地 商　社

（ 約 １７０ 事 業 所 ）

国　内 海　外

仕
組
業

刃物メ ー カ ー（約５０社）
小規模刃物製造事業所（約５０社）
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（１３）　刃物輸出額（推計）の推移

（１４）　刃物輸出額のシェア

  製品別

　　　　　　 （令和3年は調査なし）

（単位：億円）

  地域別

資料：岐阜県輸出関係調査

　　　　　　 （平成23年､27年､28年、令和3年は調査なし）

資料：令和4年岐阜県輸出関係調査

　　　　※平成18年～令和2年は4人以上の事業所を対象とした数値

(億円)

年 元年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 元年 年 年

刃物出荷額

※S60/9 円高 ﾌﾟﾗｻﾞ合意

刃物輸出額

北米

年

アジア

年

ヨーロッパ

年

中東

年

オセアニア

年

中南米

年
アフリカ

年
不明

年

包丁

年 ）

カミソリ・替刃

年 ）

ポケットナイフ

年 ）
ハサミ

年 ）

台所・食卓用刃物

年 ）

ツメキリ

年 ）

その他の刃物

年 ）
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平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比

平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比

●はさみ ●カミソリ

３　日本の刃物類の輸出額・輸入額
資料：貿易統計(財務省)

（１）　輸出額（日本の金属品・刃物類） （単位：百万円）

区　分

台所用ナイフ

カミソリ

はさみ

その他刃物

食卓用ナイフ・フォーク等

◎令和６年 国別の日本の刃物輸出額 （単位：百万円）

●台所用ナイフ ●はさみ ●カミソリ ●刃物輸出全体

刃物類合計

順位 国 輸出額 構成比

１ アメリカ合衆国 １ アメリカ合衆国

輸出額 構成比 順位 国 輸出額 構成比順位 国 輸出額 構成比 順位 国

１ アメリカ合衆国

２ オランダ ２

ドイツ

１ 中華人民共和国

２ カナダ

３ カナダ ３

大韓民国 ２ アメリカ合衆国

３ 中華人民共和国

４４ 大韓民国 ４ 中華人民共和国

３

香港

サウジアラビア

区　分

タイ

４ 大韓民国

５ オランダ５５ スウェーデン ５ オランダ

（２）　輸入額（日本の金属品・刃物類） （単位：百万円）

はさみ

ナイフ

カミソリ

刃物類合計

その他刃物

◎令和６年 国別の日本の刃物輸入額 （単位：百万円）

●ナイフ ●刃物輸入全体

順位 国 輸入額 構成比

１ 中華人民共和国 １ 中華人民共和国

輸入額 構成比 順位 国 輸入額 構成比順位 国 輸入額 構成比 順位 国

１ 中華人民共和国

ベトナム

２ ベトナム ２

台湾

１ 中華人民共和国

２

ドイツ

ドイツ

３

ベトナム ２

３

ベトナム

４

５ 台湾５

４ インド ４ パキスタン

ポーランド

４ アメリカ合衆国アメリカ合衆国

３

５ ポルトガル ５ ドイツ

スイス ３
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４　刃物製品出荷額の全国シェア
資料：2022年経済構造実態調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和4年6月1日現在）

包丁

ナイフ類

ハサミ
(理髪用を除く)

※カッコ内の数字は事業所数（単位：百万円）

出荷額合計 百万円

【事業所合計 】

(37)

(12)

出荷額合計 百万円

【事業所合計 】

(24)

出荷額合計 百万円

【事業所合計 】

(28)

(23)

(5)

※関市出荷額

百万円

（ ）

※関市出荷額

百万円

（ ）

※関市出荷額

百万円

（ ）

岐阜県

大阪府新潟県

兵庫県
東京都

埼玉県 千葉県

その他

岐阜県
新潟県

大阪府
高知県

福井県 兵庫県 山形県

その他

大阪府
岐阜県

新潟県

兵庫県

その他
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４　刃物製品出荷額の全国シェア
資料：2022年経済構造実態調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和4年6月1日現在）

包丁

ナイフ類

ハサミ
(理髪用を除く)

※カッコ内の数字は事業所数（単位：百万円）

出荷額合計 百万円

【事業所合計 】

(37)

(12)

出荷額合計 百万円

【事業所合計 】

(24)

出荷額合計 百万円

【事業所合計 】

(28)

(23)

(5)

※関市出荷額

百万円

（ ）

※関市出荷額

百万円

（ ）

※関市出荷額

百万円

（ ）

岐阜県

大阪府新潟県

兵庫県
東京都

埼玉県 千葉県

その他

岐阜県
新潟県

大阪府
高知県

福井県 兵庫県 山形県

その他

大阪府
岐阜県

新潟県

兵庫県

その他

　　　（単位：百万円）

理髪用刃物
（ｶﾐｿﾘ ･ ﾊｻﾐ等）

その他の
利器工匠具
(ﾂﾒｷﾘ･缶切・栓抜等)

食卓用ナイフ・フォーク・スプーン

※この資料は、2022年経済構造実態調査（経済産業省の集計）によるものであり、製品の分類方法が「２ 工業の概要」の集計とは異なる。

　「２ 工業の概要」で集計されている「台所・食卓用刃物」はこの資料では用途により「包丁」「ナイフ類」「その他の利器工匠具」に、

　ハサミは理髪用が「理髪用刃物」に分類される。

出荷額合計 百万円

【事業所合計 】

(13)

(7)

出荷額合計 百万円

【事業所合計 】

(29)(19)

出荷額合計 百万円

【事業所合計 】

(44)

※関市出荷額

百万円

（ ）

※関市出荷額

百万円

（ ）

※関市出荷額

百万円

（ ）

岐阜県

新潟県

兵庫県

大阪府

東京都

その他

岐阜県

新潟県

兵庫県

大阪府

埼玉県

東京都 富山県 その他

新潟県

岐阜県

その他
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５　県内各市の工業の状況

　　　　

令和3年 令和4年 令和3年 令和4年 前年比 1事業所当り 人口1人当り

（人） （人） （百万円） （百万円） （％） 金額(万円) 金額(万円)

岐阜市

大垣市

高山市

多治見市

関関市市

（順位） ① ② ② ③ ④ ⑤ ⑱ ⑬ ⑥

中津川市

美濃市

瑞浪市

羽島市

恵那市

美濃加茂市

土岐市

各務原市

可児市

山県市

瑞穂市

飛騨市

本巣市

郡上市

下呂市

海津市

市　計

郡　計

県　計

※この資料は、2022年経済構造実態調査の集計によるもので、市独自の製品区分により集計を行っている関市の工業「2 

　工業の概要」の集計結果とは異なる。

※人口１人当たりの金額を算出する人口は令和4年10月1日現在の岐阜県統計課「岐阜県人口動態統計調査」により算出。

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

　　資料：令和3年…令和3年経済センサス-活動調査（令和3年6月1日現在）（従業者4人以上）
　　資料：令和4年…2022年経済構造実態調査（令和4年6月1日現在）

区　分
令和3年 令和4年
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６６ 工工業業団団地地

（１） 関市内の主な工業団地

工業団地名 所在地 完 成 事業主体 敷地面積 企業数 出荷額 従業員数

関連合刃物協 肥田瀬 年 関連合刃物協 ㎡ 約 億円 人

関金型工業団地 倉知 年 立地企業 ㎡ 約 億円 人

小瀬工業団地 小瀬 年 公害防止事業団 ㎡ 約 億円 人

千疋工業団地 千疋 年 関市 ㎡ 約 億円 人

関工業団地 新迫間 年 岐阜県 ㎡ 約 億円 人

関ﾃｸﾉﾊｲﾗﾝﾄﾞ のぞみヶ丘 年 岐阜県 ㎡ 約 億円 人

※企業数、出荷額、従業員数は 年工業統計調査（従業者 人以上の調査）の数値

２ 関工業団地 企業一覧 （ 社）

企 業 名 操業年 本 社 業 種

共栄ﾌｧｽﾅｰ㈱ 昭和 年 江南市 自動車用平座金製造

㈱ﾒﾆｺﾝ 年 名古屋市 ｺﾝﾀｸﾄﾚﾝｽﾞ製造

名伸電機㈱ 年 関市 電力向ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品製造

ｼｰｼｰｱｲ㈱ 年 関市 ｶｰｹﾐｶﾙ品、防音材、制振材製造

㈱ﾀﾞｲﾘﾂ 年 名古屋市 防火防煙用ﾀﾞﾝﾊﾟｰ、厨房関連機器製造

㈱ｶﾄｰﾒﾃｯｸ 年 関市 ﾌﾟﾚｽ金型製造、自動車用部品加工

ﾒｲﾗ㈱ 年 名古屋市 自動車・航空宇宙・医療用ﾎﾞﾙﾄ・ﾌｧｽﾅｰ製造

ﾀｶﾗｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ㈱ 年 大阪市 木製ｼｽﾃﾑｷｯﾁﾝ、洗面ﾕﾆｯﾄ製造

貝印㈱ 年 東京都 ｶﾐｿﾘ、美粧用品、家庭用品

ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ ㈱ 平成元年 埼玉県 ﾄﾗｯｸ、ﾊﾞｽ用更生ﾀｲﾔ製造

㈱ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ 年 東京都 工業用ｺﾞﾑ製品、樹脂製品製造

ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟｰﾂ㈱ 年 東京都 ｺﾞﾙﾌﾎﾞｰﾙ製造

㈱ｾｷﾃｯｸ 年 関市 産業用機械製造

㈱富士ｱｾﾝﾌﾞﾘｼｽﾃﾑ 年 関市 自動車用車体生産設備設計製作

㈱ｸﾞﾗﾍﾞﾙｸﾘｰﾝ 年 各務原市 産業用機械製造

（３） 関ﾃｸﾉﾊｲﾗﾝﾄﾞ 企業一覧 （ 社）

企 業 名 操業年 本 社 業 種

㈱山口製作所 平成 年 関市 工作機械部品、産業機械部品加工

丹羽鋳造㈱ 年 関市 油圧機器用、自動車用銑鉄鋳物製造

㈱ﾄﾞﾙｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ 年 関市 ｽｸﾘｰﾝ印刷

㈱臼田工業 年 関市 各種専用機設計製作、精密機械部品加工

美義工業㈱ 年 関市 繊維機械部品、自動二輪部品研磨

大同ﾌﾟﾚｰﾝﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ㈱ 年 関市 自動車用軸受ﾒﾀﾙ製造

日鉄プロセッシング㈱ 年 堺市 冷間圧造用鋼線製造

ｱﾃﾅ工業㈱ 年 関市 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製食品包装容器製造

ﾒｲﾗ㈱ 年 名古屋市 自動車・航空・医療用ﾎﾞﾙﾄ・ﾌｧｽﾅｰ製造

愛知製鋼㈱ 年 東海市 電磁品製造

松田産業㈱ 年 東京都 非鉄金属精錬・精製業
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7　雇用・労働力
（1）令和6年3月新規学卒者就職状況（関市内学校アンケート調査結果）

①進学・就職状況　　　　　　　 　　　　　　　　　資料:令和6年3月31日現在のアンケート調査

②就職地域　　　　　　

③産業別就職状況（関市内）　　　　　　

④産業別・学校別就職状況　　　　　

⑤製造業就職状況（全体）　　　　　　↓

↓

↓

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

高等学校

短期大学

専門学校

大学

合計

令和５年３月合計

就職者
県外

関市内 その他県内 愛知県 その他市内
就職率
(％)

県内
就職率
(％)

県内

学校別

区分

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

中学校

高等学校

短期大学

専門学校

大学

合計

令和５年３月合計

全卒業者（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 就職者（Ａ） 進学者（Ｂ） その他（Ｃ） 就職未定者（Ｃのうち）就職率
(％)

学校別

区分

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

高等学校

短期大学

専門学校

大学

合計

令和５年３月合計

金融業・
保険業

宿泊業・飲食
その他

サービス業

医療・
福祉

公務 その他 合計
卸売業・
小売業

建設業 製造業
情報
通信業

運輸業

学校別

区分

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

高等学校

短期大学

専門学校

大学

合計

令和５年３月合計

卸売業・
小売業

建設業 製造業
情報
通信業

運輸業
金融業・
保険業

宿泊業・飲食
その他

サービス業

医療・
福祉

公務 その他 合計

学校別

区分

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

高等学校

短期大学

専門学校

大学

合計

令和５年３月合計

一般
機械器具

食料品
衣服

繊維製品
家具

木材・木製品

パルプ・紙
紙加工品

出版
印刷

化学工業
製品

窯業･
土石製品

金属製品
(刃物関連)

金属製品
(その他金属)

電気器具
電子部品

輸送用
器具

その他 合計
区分

学校別
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（２）  岐阜県内高校の市町村別就職状況　　　　

※学校数には全日制・定時制・併置を含む 資料：令和5年度岐阜県学校基本調査結果（令和5年3月卒業者）

男 女 計 男 女 計
就職者
合計

県内
就職率
（％）

建設業 製造業
運輸
郵便

卸売
小売

金融
保険

宿泊
飲食

生活関連
サービス

医療
福祉

公務 その他

県内

県外

公立 県内

私立 県外

公立 県内

私立 県外

公立 県内

私立 県外

公立 県内

私立 県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

私立 県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

私立 県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

私立 県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

私立 県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

私立 県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

公立 県内

県外

県内

私立 県外
岐南町

御嵩町

八百津町

北方町

池田町

揖斐川町

垂井町

養老町

笠松町

海津市

下呂市

郡上市

本巣市

飛騨市

山県市

可児市

各務原市

土岐市

美濃加茂市

恵那市 

羽島市

瑞浪市

美濃市

中津川市

関市

多治見市

高山市

大垣市

岐阜市

合計

公立計

私立計

市町村
学
校
数

卒業者数（人） 就職率（％） 産業別就職状況　（上段：県内、下段：県外）　（人）

県内計
県外計
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（３） 有効求人倍率の推移等
① 関管内（関市、美濃市）の有効求人倍率 資料：ハローワーク関

※学卒採用は除き、パートを含む。

※全国平均は新季節指数

② 岐阜県内の地域別有効求人倍率（※関所分は岐阜八幡出張所分を含む。） 資料：岐阜労働局職業安定部

区 分 関
岐阜

八幡
岐阜

美濃

加茂
大垣 多治見 高山 恵那 中津川 岐阜県

令和

年度

全 数

一 般

パート

令和

年度

全 数

一 般

パート

令和

年

月

全 数

一 般

パート

③ 関管内（関市、美濃市）の求人・求職の推移 資料：ハローワーク関

年 度 新規求職者数 有効求職者数 新規求人数 有効求人数 紹介件数 就職件数 有効求人倍率

令和 年度

一 般

パート

令和 年度

一 般

パート

令和 年 月

一 般

パート

※学卒採用は除く。

1.11 

1.23 

1.39 

1.54 
1.62 

1.55 

1.10 

1.16 

1.31 

1.29 

1.27 

1.26 1.28 
1.26 1.24 1.23 1.24 1.23 1.24 1.25 1.25 

1.25 

年度

関 斜斜字字

岐阜県平均

全国平均６



− 24− − 25−

（３） 有効求人倍率の推移等
① 関管内（関市、美濃市）の有効求人倍率 資料：ハローワーク関

※学卒採用は除き、パートを含む。

※全国平均は新季節指数

② 岐阜県内の地域別有効求人倍率（※関所分は岐阜八幡出張所分を含む。） 資料：岐阜労働局職業安定部

区 分 関
岐阜

八幡
岐阜

美濃

加茂
大垣 多治見 高山 恵那 中津川 岐阜県

令和

年度

全 数

一 般

パート

令和

年度

全 数

一 般

パート

令和

年

月

全 数

一 般

パート

③ 関管内（関市、美濃市）の求人・求職の推移 資料：ハローワーク関

年 度 新規求職者数 有効求職者数 新規求人数 有効求人数 紹介件数 就職件数 有効求人倍率

令和 年度

一 般

パート

令和 年度

一 般

パート

令和 年 月

一 般

パート

※学卒採用は除く。

1.11 

1.23 

1.39 

1.54 
1.62 

1.55 

1.10 

1.16 

1.31 

1.29 

1.27 

1.26 1.28 
1.26 1.24 1.23 1.24 1.23 1.24 1.25 1.25 

1.25 

年度

関 斜斜字字

岐阜県平均

全国平均６

（４）　平均賃金（岐阜県）
資料：令和5年賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 

① 平均賃金（岐阜県） 　　　　  （令和5年6月現在）　

※10人以上の常用労働者を雇用する事業所から一定の方法で抽出した事業所を対象とする。

② 求人募集平均賃金(岐阜県)　

※パートは時間給で計上。

                     資料：岐阜労働局職業安定部　　

　　（単位：円）　（令和6年12月現在）　

求職者希望賃金 求職者希望賃金

下限平均 上限平均 平均 下限平均 上限平均 平均

職業計

専門・技術

事務

販売

サービス

保安

生産工程

輸送・機械運転

建設・採掘

運搬・清掃

業
種
別

常用的パートタイム常用的フルタイム

求人募集賃金求人募集賃金区　分

年齢 勤続年数 平均賃金(円)

男性

女性

10～99人

100～999人

1000人以上

　　～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳～　　

岐阜県平均

事
業
所
規
模
別

性
別

年
齢
別

区分 年齢 勤続年数 平均賃金(円)

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

業
種
別

区分
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（５）　関市内居住者　産業大分類別就業者数（15歳以上） 資料：令和2年国勢調査

　　　　　　　（単位：人）

（６）　関市内居住者　産業大分類，年齢別就業者数（15歳以上） 資料：令和2年国勢調査

　　　　　　　　　　（単位：人）　　　　　　　（単位：人）

　　※関市（旧市町村別）

　　※関市（合併地域を含む）

産業大分類 総数 旧関市 旧洞戸村 旧板取村 旧武芸川町 旧武儀町 旧上之保村

農業，林業  

漁業    

鉱業,採石業,砂利採取業

建設業    

製造業    

電気・ガス・熱供給・水道業 

情報通信業    

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究,専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業,娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

公務(他に分類されるものを除く)

分類不能の産業

合　計

産業大分類 総数 15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上 平均年齢

農業，林業  

漁業    

鉱業,採石業,砂利採取業

建設業    

製造業    

電気・ガス・熱供給・水道業 

情報通信業    

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究,専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業,娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

公務(他に分類されるものを除く)

分類不能の産業

合　計
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（５）　関市内居住者　産業大分類別就業者数（15歳以上） 資料：令和2年国勢調査

　　　　　　　（単位：人）

（６）　関市内居住者　産業大分類，年齢別就業者数（15歳以上） 資料：令和2年国勢調査

　　　　　　　　　　（単位：人）　　　　　　　（単位：人）

　　※関市（旧市町村別）

　　※関市（合併地域を含む）

産業大分類 総数 旧関市 旧洞戸村 旧板取村 旧武芸川町 旧武儀町 旧上之保村

農業，林業  

漁業    

鉱業,採石業,砂利採取業

建設業    

製造業    

電気・ガス・熱供給・水道業 

情報通信業    

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究,専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業,娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

公務(他に分類されるものを除く)

分類不能の産業

合　計

産業大分類 総数 15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上 平均年齢

農業，林業  

漁業    

鉱業,採石業,砂利採取業

建設業    

製造業    

電気・ガス・熱供給・水道業 

情報通信業    

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究,専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業,娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

公務(他に分類されるものを除く)

分類不能の産業

合　計

（７）　他市町村から関市へ通勤・通学する15歳以上就業者数・通学者数
　資料：国勢調査（各年10月1日現在）（単位：人）

平成22年 平成27年 令和2年 通勤の 通学の

総 数 通 勤 通 学 総 数 通 勤 通 学 総 数 通 勤 通 学 増　減 増　減

岐阜市 △ 51

大垣市

多治見市 △ 14 △ 3

美濃市 △ 210 △ 37

羽島市 △ 6

美濃加茂市

土岐市 △ 6 △ 6

各務原市

可児市 △ 80 △ 18

山県市 △ 4

郡上市 △ 46

岐南町 △ 14

坂祝町 △ 2 △ 2

富加町 △ 42 △ 12

川辺町 △ 19

その他の市町村 △ 63 △ 60

県内計 △ 154

名古屋市

一宮市 △ 1 △ 12

犬山市 △ 10

江南市 △ 1

小牧市

その他の市町村 △ 14

愛知県計 △ 12

その他の都道府県 △ 40 △ 75

総数 △ 241

（８）　関市から他市町村へ通勤・通学する15歳以上就業者数・通学者数
　資料：国勢調査（各年10月1日現在）（単位：人）

平成22年 平成27年 令和2年 通勤の 通学の

総 数 通 勤 通 学 総 数 通 勤 通 学 総 数 通 勤 通 学 増　減 増　減

岐阜市 △ 336 △ 13

大垣市 △ 5

多治見市

美濃市 △ 49

羽島市

美濃加茂市 △ 66

土岐市

各務原市 △ 231 △ 60

可児市

山県市 △ 43 △ 35

郡上市 △ 5 △ 1

岐南町 △ 16

坂祝町 △ 5 △ 4

富加町 － － －

川辺町 － － － △ 3

その他の市町村 △ 4

県内計 △ 662 △ 11

名古屋市 △ 55

一宮市 △ 16 △ 3

犬山市 △ 21

江南市 △ 21 △ 2

小牧市 △ 27

その他の市町村 △ 6

愛知県計 △ 123

その他の都道府県 △ 38 △ 43

総数 △ 823 △ 54

地域名

地域名
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（（９９）） 労労働働力力人人口口のの推推移移（（ 歳歳以以上上）） 資料：国勢調査（各年 月 日現在）

年
歳以上

人 口

（人）

労 働 力 人 口 （人）
非労働力

人 口

（人）

不 詳

（人）
計

就 業 者 完 全

失業者男 女

昭和 年

平成 年

年

年

年

年

年

令和 年

（（１１００）） 主主なな通通勤勤・・通通学学者者のの推推移移 （単位：人） 資料：国勢調査（各年 月 日現在）

区分 昭和 年 平成 年 年 年 年 年 年 令和 年

流入人口

通勤者

通学者

流出人口

通勤者

通学者

昼間人口

常住人口

市内通勤者

（（１１１１）） 人人口口推推移移 資料：住民登録人口（各年 月 日現在）

年 世帯数 前年比 ％ 男 人 女 人 総人口 人 前年比 ％

平成元年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

令和 年

年

年

年

年
※平成 年から外国人登録人口・世帯数を合算。 ※平成 年 月 日 旧武儀郡 町村と市町村合併。
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（（９９）） 労労働働力力人人口口のの推推移移（（ 歳歳以以上上）） 資料：国勢調査（各年 月 日現在）

年
歳以上

人 口

（人）

労 働 力 人 口 （人）
非労働力

人 口

（人）

不 詳

（人）
計

就 業 者 完 全

失業者男 女

昭和 年

平成 年

年

年

年

年

年

令和 年

（（１１００）） 主主なな通通勤勤・・通通学学者者のの推推移移 （単位：人） 資料：国勢調査（各年 月 日現在）

区分 昭和 年 平成 年 年 年 年 年 年 令和 年

流入人口

通勤者

通学者

流出人口

通勤者

通学者

昼間人口

常住人口

市内通勤者

（（１１１１）） 人人口口推推移移 資料：住民登録人口（各年 月 日現在）

年 世帯数 前年比 ％ 男 人 女 人 総人口 人 前年比 ％

平成元年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

令和 年

年

年

年

年
※平成 年から外国人登録人口・世帯数を合算。 ※平成 年 月 日 旧武儀郡 町村と市町村合併。

（１）　産業大分類別事業所数・従業者数 資料：令和3年経済センサス-活動調査

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務

合　計

※従業者数は、男女別の不詳を含む。

（２）　産業大分類，従業者規模別事業所数・従業者数 資料：令和3年経済センサス-活動調査

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務

合　計

※事業所数総数には、当該事業所から賃金等を支給されていない派遣従業者のみの事業所を含む。

雇用者
総数 うち無期

雇用者

うち常用
雇用者

            　　   （令和3年6月1日現在）

従業者
数(人)男 女

８　事業所

産業大分類

総数 個人 法人 法人でない団体

事業所
数

従業者
数(人)

事業所
数

従業者
数(人)

事業所
数

従業者
数(人)

事業所
数

            　　   （令和3年6月1日現在）

雇用者数（人）

産業大分類

総　数 1～4人 5～9人

事業所
数

従業者
数(人)

事業所
数

従業者
数(人)

事業所
数

従業者
数(人)

事業所
数

従業者
数(人)

10～19人

従業者
数(人)

100人以上50～99人20～49人

事業所
数

従業者
数(人)

事業所
数

従業者
数(人)

事業所
数
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９　商業

（１）　関市の商業の状況

　① 商業の推移

前回比(％) （人） 前回比(％) （万円） 前回比(％)
年間商品販売
額（万円）

昭和 年

平成 年

令和 年

　② 産業中分類別事業所数・従業者数・年間商品販売額

平成28年 令和3年 平成28年 令和3年

※平成19年11月に日本標準産業分類の第12回改定及び調査設計の大幅変更が行われたことに伴い、平成19年以前の調査とは接続

　しない。

※事業所数が2以下の場合は、事業所販売額の特定を防ぐため、金額は秘匿(X表記)とした。3以上であっても前後の関係から秘匿

　の数値が判明する箇所は同様に秘匿としている。

令和3年

１事業所当たり

従業者数
（人）

無店舗

(うち医薬品・化粧品)

各種商品

繊維･衣服等

年間商品販売額（万円）

平成28年

その他

卸売業計

機械器具

機械器具

(うち燃料)

卸
売
業

その他

事業所数

各種商品

　　　　　資料：昭和60年～平成19年…商業統計調査（各年6月1日現在）
　　　　　　　　平成23年…平成24年経済センサス-活動調査（平成24年2月1日現在）
　　　　　　　　平成26年…商業統計調査（平成26年7月1日現在）
　　　　　　　　平成28年…平成28年経済センサス-活動調査（平成28年6月1日現在）
　　　　　　　　令和 3年…令和3年経済センサス-活動調査（令和3年6月1日現在）

小売業計

飲食料品

建築材料､鉱物･金属材料等

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

合　　計

従業者数

区　　　分
事業所数 従業者数（人）

小
売
業

年間商品販売額
区　分

(うち自動車・自転車)

(うち書籍・文房具)
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平成28年 令和3年 平成28年 令和3年 前回比 1事業所当り 人口１人当り

（人） （人） （百万円） （百万円） (％) 金額(万円) 金額（万円）

岐阜市

大垣市

高山市

多治見市

関関市市

(順位) ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑫ ⑩ ⑦

中津川市

美濃市

瑞浪市

羽島市

恵那市

美濃加茂市

土岐市

各務原市

可児市

山県市

瑞穂市

飛騨市

本巣市

郡上市

下呂市

海津市

市　計

郡　計

県　計

※人口１人当たりの金額を算出する人口は令和3年10月1日の推計人口により算出。

令和3年

（２）　県内各市の商業の状況

　　　　　　　　　　　　　　資料：平成28年…平成28年経済センサス-活動調査（平成28年6月1日現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 3年…令和3年経済センサス-活動調査（令和3年6月1日現在）

平成28年

区　分

事業所数 従業者数 年間商品販売額
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令令和和６６年年度度 関関市市景景気気動動向向・・求求人人状状況況調調査査 結結果果報報告告

関市 産業経済部 商工課

☆☆調調査査期期間間 訪問・郵送調査 令和６年１０月４日～１１月８日

☆☆調調査査対対象象 ４４２事業所（製造業事業所及びみんなの就職サポートセンター登録事業所）

☆☆回回 収収 率率 ５０ ０％ （２２１事業所）

★売上高

★収益

★業界景況感

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

増加 やや増加 不変 やや減少 減少

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

増加 やや増加 不変 やや減少 減少

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

増加 やや増加 不変 やや減少 減少

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

増加 やや増加 不変 やや減少 減少

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

好転 やや好転 不変 やや悪化 悪化

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

好転 やや好転 不変 やや悪化 悪化

現況（前年と比較） 今後の見通し

現況（前年と比較） 今後の見通し

現況（前年と比較） 今後の見通し



− 32− − 33−

令令和和６６年年度度 関関市市景景気気動動向向・・求求人人状状況況調調査査 結結果果報報告告

関市 産業経済部 商工課

☆☆調調査査期期間間 訪問・郵送調査 令和６年１０月４日～１１月８日

☆☆調調査査対対象象 ４４２事業所（製造業事業所及びみんなの就職サポートセンター登録事業所）

☆☆回回 収収 率率 ５０ ０％ （２２１事業所）

★売上高

★収益

★業界景況感

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

増加 やや増加 不変 やや減少 減少

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

増加 やや増加 不変 やや減少 減少

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

増加 やや増加 不変 やや減少 減少

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

増加 やや増加 不変 やや減少 減少

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

好転 やや好転 不変 やや悪化 悪化

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

好転 やや好転 不変 やや悪化 悪化

現況（前年と比較） 今後の見通し

現況（前年と比較） 今後の見通し

現況（前年と比較） 今後の見通し

刃物 製造

金属 製造

その他 製造

製造以外

全体

代 代 代 代 代 代以上

刃物 製造

金属 製造

その他 製造

製造以外

全体

正社員 パート 派遣

★仕入価格

★販売価格

★新規学卒者等の雇用状況

●正社員の年齢別構成 ●正社員・パート・派遣の割合

現況（前年と比較） 今後の見通し

現況（前年と比較） 今後の見通し

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

上昇 やや上昇 不変 やや低下 低下

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

上昇 やや上昇 不変 やや低下 低下

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

上昇 やや上昇 不変 やや低下 低下

刃物（製造）

金属 製造）

その他（製造）

製造以外

全体

上昇 やや上昇 不変 やや低下 低下

高卒 専門 学校卒 短大卒 大卒

刃物 5/37 15 0 2 8

（製造） 14% （5社） （5社）

金属 16/90 70 0 1 24

（製造） 18% (16社) （12社）

その他 14/73 39 4 1 12

（製造） 19% (14社) （8社）

7/21 21 5 3 10

33% (7社) （3社）

合計 145 9 7 54

1199%% (42社) (28社)

95

56

製造
以外

39

2154422//222211

区分

令和　6 年　学卒採用　（人）

高卒採用
事業所数
（割合）

合計

25

高卒 専門 学校卒 短大卒 大卒

刃物 11/33 46 1 2 3

（製造） 33% （11社）

金属 16/88 58 0 3 14

（製造） 18% (16社)

その他 14/74 23 2 4 17

（製造） 19% (14社)

5/8 14 0 3 22

63% (5社)

合計 141 3 12 56

2233%% (46社)

区分

令和　5 年　学卒採用　（人）

高卒採用
事業所数
（割合）

合計

製造
以外

39

212

52

75

46

4466//220033
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１１１１ 関関市市補補助助金金制制度度等等案案内内 （（令令和和 年年 月月現現在在））

（（１１）） 関関市市企企業業立立地地促促進進奨奨励励金金（（雇雇用用促促進進奨奨励励金金））制制度度概概要要
 
☆☆概概 要要  

 関市内の企業立地を促進するため、関市外から市内へ立地した企業や関市内にある企業の移設・増設につ 
いて工場等の投資額が基準規模以上の場合には、工場等に係る固定資産税相当額と、基準を超える水量を使
用する場合に水道料金の２分の１に相当する額（年額上限２００万円）を奨励金として５年間交付します。 

 また、関市居住者の雇用を促進するため、この工場等の設置に係る奨励金の対象となった企業が、その工場
等の操業に伴い、新たに関市内の居住者を基準規模以上の人数かつ１年以上雇用した場合に、１人当たり１５
万円の奨励金を交付します。 

 
 
☆☆工工場場等等設設置置奨奨励励金金  

対 象 企 業 市外から市内への立地企業のほか市内企業の工場等の移設・増設についても対象 

対 象 業 種 
○製造業、情報通信業、情報通信技術利用業、運輸業、卸売業、小売業及び自然科学研究所
に属する事業

○県知事に対して地域経済牽引事業計画を申請し承認を受けた事業

対 象 施 設 

工場、事業所及び倉庫で、従業員が１人以上常時勤務する施設
（卸売業、小売業は物流施設に限ります。単独での事務所、食堂、寄宿舎その他の従業員の
福利厚生施設を除きます。）
※１年以上遊休状態のもの、借用しているものを除きます。
※償却資産は、操業前１年以内から操業の日までに取得しているものが対象です。
※操業前３年以内取得の土地が対象です。 

投 資 額 
新 設  ５億円以上 （中小企業は１億円以上。ただし、洞戸、板取、富之保、中之保、下

 之保、上之保地区への新設は３，０００万円以上） 

移設・増設  ２億円以上 （中小企業は５，０００万円以上。ただし、洞戸、板取、富之保、中之
保、下之保、上之保地区への移設・増設は１，５００万円以上）

 奨励金の内容 
奨励金額 

固定資産税 投資した工場等の固定資産税相当額を限度  

水道料金

・使用水量／月のうち３００立法メートルを超える部分について、当該
水道料金の２分の１に相当する額（年額上限２００万円／１事業者）

・増設の場合は、従前から増加した分について３００立法メートルを
超える部分を対象とする

交付期間  操業の翌年から５年間 
  
☆☆雇雇用用促促進進奨奨励励金金  

対 象 企 業 
工場等設置奨励金の対象となった企業で、その工場等の操業に伴い、新たに関市内の居住

者を基準規模以上の人数かつ１年以上雇用したもの 
 対象従業員の 
 雇用期間 

 操業前１年から操業後３ヶ月までの間に新規に雇用し、１年以上の雇用（現在も雇用している
者）

 対象従業員の 
 雇用数 

新 設  新規雇用 ２０人以上 （中小企業５人以上） 
 ※社会保険未加入のパート、時間給の従業員を除きます。 

増設・移設  新規雇用 １０人以上 （中小企業３人以上） 
 ※社会保険未加入のパート、時間給の従業員を除きます。 

奨励金の内容 
奨励金額  年１人当たり１５万円×新規雇用市内居住者（限度額７５０万円） 

交付期間  １年間 
    
★申し込み 
 

 操業開始の日から１年を経過する日までに所定の書類を関市商工課へ提出してください。 
 
◎「中小企業」とは、資本の額等が３億円以下又は従業員数が３００人以下の製造業等（サービス業は、５，０００万円
以下又は１００人以下）
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（（２２）） 関関市市見見本本市市出出展展事事業業補補助助金金交交付付制制度度 概概要要

目 的 地場産業の育成及び企業の振興を図るため、国内外の見本市の出展に要する経費の一部を助成

補 助 対 象 者
中小企業基本法昭和３８年法律第１５４号第２条に規定する「中小企業」で関市内に事業所を有するもの

※「中小企業」については前頁下段参照

補 助 金 の 額

国内見本市 出展料（小間料）の１／２以内 上限 １０万円

海外見本市 出展料（小間料）の１／２以内 上限 ２０万円

オンライン見本市 出展料の１／２以内 上限 １０万円

※補助金の額は同一補助対象者に対して１年度あたり３０万円を上限とする。

補 助 対 象 事 業

○補助対象事業の見本市は、消費者を対象とする商品の販売を目的とした物産展を除く。

○補助対象となる見本市の出展が、国、県等の他の補助金を受けているときは補助対象から除く。

○補助対象者が共同で見本市に出展するときは、それぞれの小間料の負担に応じて補助金を交付する。

○支払った小間料の額が３万円未満となる出展事業については、補助対象事業から除く。

〇オンライン見本市は、令和２年３月３１日以前に実地にて開催実績があるものに限る。

交付申請・実績報告

見本市出展前に補助金交付申請書※ ・収支予算書※ ・見本市の概要が分かる資料（小間料又は出展料が

明記してあるもの）を提出すること。また、見本市出展後９０日以内に実績報告書※ ・収支決算書※ ・小間

料又は出展料の領収書、出展状況の分かる写真を提出すること。 ※指定書式あり

（（３３）） そそのの他他のの関関市市のの補補助助金金制制度度 概概要要

１ テクノプラザイノベーション研修

活用支援事業

株ＶＲテクノセンターが実施するテクノプラザイノベー

ション研修のうち、モノづくり系、 系、ヒューマンスキ

ル系に関するものの受講料補助

補助率１／２

２ 事業

公財ソフトピアジャパンが実施する「 ・ＩＴ研修」の受

講費用補助
補助率１／２ 上限８万円

公財ソフトピアジャパンの制度を活用した「アドバイ

ザー派遣事業」費用補助
補助率１／２ 上限３万円

生産性向上を目的とした 事業にかかる費用補助

補助率１／２ 上限５０万円

産業ロボットを含む設備は

上限１００万円

３ アドバイザー派遣事業

岐阜県産業経済振興センター「アドバイザー派遣事業」

商工会議所「エキスパートバンク」

商工会「エキスパートバンク」

補助率１／２

４ 省エネルギー化促進事業
環境に配慮した製品への更新補助 対象：冷蔵庫、冷

凍庫、エアコン、照明、電気便座、電気温水機器

補助率２／３

上限５０万円

５ 職場環境整備事業

労働力確保を目的とした職場環境設備の新設または改

修補助

対象：トイレ、洗面所、更衣室、休憩室、食堂、シャワー

室、ベビールーム、福祉機器、送迎用福祉車両など

補助率１／２

上限１００万円

６ ものづくり脱炭素経営促進事業

温室効果ガス排出量を削減する設備投資費用補助

①温室効果ガス年間１０トン以上削減の設備更新（ボイ

ラー、工業炉、空調設備、照明設備、自家発電設備）

②発電出力１０ 未満のコージェネレーション設備購入

補助率１／３

上限１００万円

７ 脱炭素設備資金利子助成金制度
岐阜県中小企業振興支援資金融資制度

脱炭素社会推進設備資金利子を３年間助成
補助率１／２

８ インターンシップ交通費等補助制度
インターンシップ経費の補助

①交通費など ②宿泊費

補助率２／３

各上限あり

９ 事業承継支援事業
＆ 専門事業者に支払う費用（初期診断料、課題分析

など）の助成

補助率１／２

上限５０万円

１０ クラウドファンディング創業応援事業
クラウドファンディング運営事業者へ支払う経費（手数

料）の助成

補助率１０／１０

上限２０万円

（１１） 奨学金返還支援事業 市内中小企業等への就職者の奨学金返還補助
補助率１／２

上限年間１２万円



発行 関市産業経済部商工課

関市財務部行政情報課

〒 501-3894

関市若草通３丁目１番地

℡ 0575-22-3131

地域ブランド「関の刃物」

                                           七百有余年の歴史と伝統の匠の技

                                                                   として継承されてきた関の刃物は、新た

                                                                   な時代の革新的な素材、技術を駆使し、

                                                                  優れた機能、デザイン、耐久性をはじめ、

                                                                  確固とした品質管理と保証のもと、使い

手の皆さまへ信頼の地域ブランド「関の

刃物」をお届けします。


